
事業報告書を作成する⽬的（「独⽴⾏政法⼈の事業報告に関するガイドライン」平成30年９⽉Ｐ14）
・独立行政法人が、主務大臣から与えられた明確なミッションの下で、法人の長のリーダーシップに基づく自主的・戦略的

な運営、適切なガバナンスにより、国民その他の利害関係者に対して、どのように法人の政策実施機能を発揮したのか、
また、発揮するのか、全体像を簡潔に説明すること

・独立行政法人の業務運営の状況を報告することで、国民その他の利害関係者が独立行政法人の業務運営上の課題・リスク
を把握するなど、独立行政法人の持続的な業務運営や業務改善等の判断に役立てること

「標準的な様式」の改訂（令和５年12⽉）

❶「７．持続的に適正なサービスを提供するための源泉」の中に、「(8) 法⼈の強みや基盤を維持・創出し
ていくための源泉」という事項を新設（本紙Ｐ２「標準的な様式」改訂後の記載事項⼀覧を参照）。
→ 「７．(1) ガバナンスの状況」～「７．(4) 重要な施設等の整備等の状況」は法人の組織・施設に係る情報。

「７．(5) 資産等の状況」 ～「７．(6)財源の状況」は法人の資産・財源に係る情報。
これらを前提として、「７．(7) 社会及び環境への配慮等の状況」～「７．(8) 法人の強みや基盤を維持・
創出していくための源泉」に、理事長等の法人の長の考え（法人が有する人的資本、知的資本等の各種資本を用い
て、法人の持続可能性をどのように確保していくのか）が示されることが重要と考えられる。

❷「８．業務運営上の課題・リスク及びその対応策」の記載内容の充実を求めた。
→ 本項目の記載内容の充実を求める声が大きかったもの（財務情報の利用者に対するアンケート結果）。

社会や企業等において想定される一般的なリスクではなく、自身に引き付けたリスク（当該独立行政法人の業務
内容等に照らして想定される「法人に固有のリスク」）を記載することが重要と考えられる。

❸ そのほか、以下の事項の記載や取組を求めた。
法人が特に重視する利用者に向けた情報の充実 広報担当者等の事業報告書の作成等への関与
女性活躍推進法等を踏まえた情報の充実 当事業年度の活動成果・業務実績の記載の充実
SDGsに係る取組等の情報の充実 会計監査人の監査・非監査報酬を記載

資料５「標準的な様式」改訂（令和５年12⽉）後の事業報告書（令和５年度決算）の作成状況
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事業報告書の「標準的な様式」における記載事項（令和５年12⽉改訂後）

2

標準的な様式

１．法人の長によるメッセージ

２．法人の目的、業務内容

３．政策体系における法人の位置付け及び役割
（ミッション）

４．中期目標

５．法人の長の理念や運営上の方針・戦略等

６．中期計画及び年度計画

７．持続的に適正なサービスを提供するための源泉

(1) ガバナンスの状況

(2) 役員等の状況

(3) 職員の状況

(4) 重要な施設等の整備等の状況

(5) 純資産の状況

(6) 財源の状況

(7) 社会及び環境への配慮等の状況

(8) 法人の強みや基盤を維持・創出していくための
源泉（新設）

８．業務運営上の課題・リスク及びその対応策

９．業績の適正な評価の前提情報

10．業務の成果と使用した資源との対比

(1) 当事業年度の主な業務成果・業務実績（新設）

(2) 自己評価

(3) 当中期目標期間における主務大臣による過年
度の総合評定の状況

（以下略）

﹁
標
準
的
な
様
式
﹂
を
改
訂
し
︑
右
記
の
と
お
り
記
載
事
項
を
新
設

・⼥性管理職⽐率、男⼥の賃⾦の差異、男⼥別の育児休業取得率など、
⼥性活躍推進法等に基づき公表している指標

・ダイバーシティや働き⽅改⾰等、⼈的資本に関する⽅針と取組の概要

・会計監査⼈の監査・⾮監査報酬

・SDGsについての取組等、社会や環境の持続可能性の確保・向上への
貢献についての⽅針、取組の概要

・法⼈の強みや基盤を維持・創出する上で⽋かすことのできない資産や
技術、情報等

・法⼈の⽬標達成や、適正なサービスの持続的な提供を阻害する課題・
リスク及びその対応策

・当事業年度の業務成果や業務実績の概要

「標準的な記載例」を改訂し、新たに以下の事項の記載を要求

・サステナビリティに関する情報をまとめて記載する際の例
・TCFDのフレームワークに沿ってサステナビリティに関する情報を記載する
例

「実態を踏まえた例⽰」「実態を踏まえた記載例」を改訂し新たに以下を例⽰

資料５「標準的な様式」改訂（令和５年12⽉）後の事業報告書（令和５年度決算）の作成状況



「７．(8) 法⼈の強みや基盤を維持・創出していくための源泉」の有益と考えられる記載事例

3

令和５年度事業報告書の記載内容（実際の記載内容は本紙Ｐ６〜７を参照）法⼈名

・法⼈の強みを「他機関では実践できない育種改良や調査研究が可能であること」と定義した
上で、その内実を下記の４つの項⽬に整理して解説。
① 全国トップクラスの乳用牛及び肉用牛の種雄牛の生産供給

② 家畜の形質・能力データの集積とコンピュータを用いた統計遺伝学的評価

③ 個体別識別情報の所有と全国規模での牛の異動情報の収集管理

④ 全国各地の牛肉流通ラインで利用されている肉質の評価方法の開発

・保有している特許権（存続期間の残りが５年以上のもの）を⼀覧表で具体的に記載。
・これまでの業務運営により蓄積された重要なノウハウ等６件を具体的に記載、解説。
（遺伝的能力評価技術、飼料作物種苗の増殖・供給と検査技術、畜産新技術の実用化 等）

家畜改良センター

・法⼈の強みを下記の４つの項⽬に整理して解説するとともに、具体的な活動成果を記載。
① 文化芸術活動に対する援助【近年の基⾦、補助⾦、外部資⾦による助成額を記載】
② 伝統芸能及び現代舞台芸術の公演【近年の伝統芸能及び現代舞台芸術の公演数を記載】
③ 伝統芸能の伝承者の養成及び現代舞台芸術の実演家その他の関係者の研修

【歌舞伎俳優など分野毎の伝承者総数等、オペラなど分野毎の研修修了者総数等を記載】
④ 伝統芸能及び現代舞台芸術に関する調査研究の実施並びに資料の収集及び活用

【調査研究等により得られた成果を公開した⽂化デジタルライブラリーへのアクセス件数を記載】

日本芸術文化
振興会
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「７．(8) 法⼈の強みや基盤を維持・創出していくための源泉」の有益と考えられる記載事例

4

令和５年度事業報告書の記載内容（実際の記載内容は本紙Ｐ８〜12を参照）法⼈名

・法⼈の強みを下記の３つの研究開発の⽅向性に整理して解説するとともに、この各⽅向性に
ついて、法⼈が保有する⼀連の研究開発装置、研究開発拠点並びにこれらを通じて取り組む
４つの研究分野との関係を⽰しつつ体系的に解説。
① 世界最先端かつ高性能な大型研究開発施設群【13の⼤型研究開発施設・装置を解説】
② 国の指定を受けた研究開発拠点としての役割【４つの研究開発拠点を解説】
③ 量子科学技術基盤に立脚した４つの研究分野【４つの研究分野を解説】

量子科学技術
研究開発機構
（ＱＳＴ）

・法⼈のビジョン「信頼で世界をつなぐ」を実践するため、「共創」、「⾰新」、「使命感」、
「現場」及び「⼤局観」という５つのアクションに共感し、それらを体現する⼈材の育成を
⼈事制度の中⼼に据えていることを述べ、その上で、下記の３つの側⾯を柱として様々な取
組を進めていることを解説。→ 法⼈の強みを⼈的資本の観点から各種数値も⽤いて解説。
① ダイバーシティを体現する人材

育児休業取得率、勤務地限定認定者数、配偶者同伴休職取得者数、在宅勤務率、⾃発的離職率、
⼥性⽐率（役員、管理職、全体、在外職員）、男⼥間賃⾦格差、障害者雇⽤率、職員の年齢構
成、社会⼈採⽤⽐率、有期職制向けｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ参加者数、内部登⽤者数

② 学びと挑戦による成長支援

職階別研修参加者数、コアスキル研修参加者数、総合職職員⼊構５年以内在外赴任率、所属部
署以外の業務に従事する10％共有ルール活⽤率、組織内公募ポスト数、出向者数、実務経験型
専⾨研修参加者数、兼業者数、海外⻑期研修派遣者数

③ 健康経営と健全な職場環境

休暇平均取得⽇数、ストレスチェック受検率、ラインケア研修受講者数、職員意識調査結果
（ハラスメント、エンゲージメント）、国際協⼒⼈材の養成数・確保数

国際協力機構
（ＪＩＣＡ）
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「記載が無い」または「記載内容が⼗分ではない」法⼈が多く⾒受けられた事項

「６．中期計画及び年度計画（変更理由）」 ⇒ 中期計画を変更した法⼈の７割超が記載していない
「７．(3) 職員の状況（男⼥指標）」 ⇒ 半数程度の法⼈が記載していない
「８．業務運営上の課題・リスク及びその対応策（固有のリスクとその対応策）」

⇒ 半数程度の法⼈が記載していない

「８．業務運営上の課題・リスク及びその対応策」の有益と考えられる記載事例

5

令和５年度事業報告書の記載内容（実際の記載内容は本紙Ｐ13を参照）法⼈名

・法⼈固有の業務（スポーツ施設の運営・管理、スポーツ振興助成・スポーツ振興くじ販売、
災害共済給付事業）ごとに想定されるリスク内容を記載。

・リスク内容については、どのような関係者に⽀障が⽣じることによりサービスの持続的な提
供が阻害される恐れがあるのかを個別に記載。

・その上で、アクションプラン（対応）として、事前にとるべき対応を働き掛ける関係者ごと
に整理。

日本スポーツ
振興センター

・法⼈の⽬的を阻害する要因を①業務の有効性及び効率性に関するリスク、②事業活動に関わ
る法令等の遵守に関するリスク、③資産の保全に関するリスク、④財務報告等の信頼性に関
するリスクに整理。さらに、これらのリスクを分野ごとに26事象に細分化し、140の病院ご
とに「リスク事象リスト」及び「リスクマップ」を作成。

・その上で、全病院の平均値を落とし込んだ「リスクマップ」を作成し、事業報告書に掲載。

国立病院機構
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6

家畜改良センター（P19~21)

資料５「標準的な様式」改訂（令和５年12⽉）後の事業報告書（令和５年度決算）の作成状況



7

⽇本芸術⽂化振興会（P12~13)

資料５「標準的な様式」改訂（令和５年12⽉）後の事業報告書（令和５年度決算）の作成状況



8

量⼦科学技術研究開発機構（P18~21)

資料５「標準的な様式」改訂（令和５年12⽉）後の事業報告書（令和５年度決算）の作成状況
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資料５「標準的な様式」改訂（令和５年12⽉）後の事業報告書（令和５年度決算）の作成状況



10

国際協⼒機構（P21~26)

資料５「標準的な様式」改訂（令和５年12⽉）後の事業報告書（令和５年度決算）の作成状況
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資料５「標準的な様式」改訂（令和５年12⽉）後の事業報告書（令和５年度決算）の作成状況
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資料５「標準的な様式」改訂（令和５年12⽉）後の事業報告書（令和５年度決算）の作成状況



13

⽇本スポーツ振興センター（P17) 国⽴病院機構（P25)

資料５「標準的な様式」改訂（令和５年12⽉）後の事業報告書（令和５年度決算）の作成状況


